
４．改正介護保険法の施行について

地域共生社会の実現に向けては、昨年６月に「地域共生社会の実現のための

社会福祉法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第 52 号）が成立し、地域

住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な福祉サービス提供体

制を整備する観点から、市町村の包括的な支援体制の構築の支援、地域の特性

に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進等の所要の措置

を講ずることとしている。

各都道府県におかれては、令和３年４月の施行に向け、以下の改正内容に

ついて十分にご理解の上、管内市町村をはじめ、関係者、関係団体等に対

し、その周知徹底を図るとともに、その運用に遺漏なきようお願いをする。

（資料 4-1）

（１）地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の包括的な支

援体制の構築の支援

市町村において、既存の相談支援等の取組を活かしつつ、地域住民の複雑化・

複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を構築するため、属性を問

わない相談支援、参加支援、地域づくりに向けた支援を一体的に実施する重層

的支援体制整備事業を創設した（社会福祉法第 106 条の４第２項）。

新たな事業を実施する市町村に対しては、市町村が創意工夫をもって円滑に

体制整備に取り組むことができるよう、従来、分野毎に行われていた相談支援・

地域づくりに関連する事業や新設された多機関協働事業等への補助を、「重層

的支援体制整備事業交付金」として一体的に交付することとしており、その取

扱いについては、「社会福祉法施行令及び介護保険の国庫負担金の算定等に関

する政令の一部を改正する政令等の公布等について（通知）」（令和２年 12 月

24 日厚生労働省子ども家庭局長ほか連名通知）においてお示ししているとこ

ろである。

重層的支援体制整備事業は実施を希望する市町村の手挙げに基づく任意事

業であるが、各都道府県におかれては、実施を希望する市町村において重層的

支援体制整備事業を含む包括的な支援体制の整備が適正かつ円滑に行われる

よう、積極的な助言や情報の提供等の支援をお願いしたい。

※ 重層的支援体制整備事業の詳細については、社会・援護局地域福祉課の資

料を参照。
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（２）認知症施策の総合的な推進

令和元年６月にとりまとめられた「認知症施策推進大綱」等を踏まえ、介護

保険法に、国・地方公共団体の努力義務として、

・ 認知症の予防等の調査研究について、関連機関との連携や成果の普及・発展

・ 地域における認知症の人への支援体制の整備（チームオレンジ）

・ 認知症の人本人の尊厳の保持や地域社会における共生

を追加的に規定したほか、介護保険事業計画の記載事項を拡充し、教育・地域

づくり・雇用等の他分野の関連施策との連携など、認知症施策の総合的な推進

に関する事項を追加した。

また、「認知症」の定義については、最新の医学の診断基準に則した内容に

見直すとともに、今後の変化に柔軟に対応できるよう、詳細を政令で定めるこ

ととする改正を行った。改正後の法律の委任規定に基づく政令及び省令につい

ては、現在、３月中の公布に向けて調整を行っている。

地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律の概要（令和2年法律第52号, R2.6.12公布）

地域共生社会の実現を図るため、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な福祉サービス提供体制を整備する観点
から、市町村の包括的な支援体制の構築の支援、地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進、医療・介護の

データ基盤の整備の推進、介護人材確保及び業務効率化の取組の強化、社会福祉連携推進法人制度の創設等の所要の措置を講ずる。

改正の趣旨

令和３年４月１日(ただし、３②及び５は公布の日から２年を超えない範囲の政令で定める日、３③及び４③は公布日)

施行期日

改正の概要

※地域共生社会：子供・高齢者・障害者など全ての人々が地域、暮らし、生きがいを共に創り、高め合うことができる社会（ニッポン一億総活躍プラン（平成28年６月２日閣議決定））

１．地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の包括的な支援体制の構築の支援 【社会福祉法、介護保険法】
市町村において、既存の相談支援等の取組を活かしつつ、地域住民の抱える課題の解決のための包括的な支援体制の整備を行う、新たな事業

及びその財政支援等の規定を創設するとともに、関係法律の規定の整備を行う。

２．地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進 【介護保険法、老人福祉法】
① 認知症施策の地域社会における総合的な推進に向けた国及び地方公共団体の努力義務を規定する。
② 市町村の地域支援事業における関連データの活用の努力義務を規定する。
③ 介護保険事業（支援）計画の作成にあたり、当該市町村の人口構造の変化の見通しの勘案、高齢者向け住まい（有料老人ホーム・サービス付き

高齢者向け住宅）の設置状況の記載事項への追加、有料老人ホームの設置状況に係る都道府県・市町村間の情報連携の強化を行う。

３．医療・介護のデータ基盤の整備の推進 【介護保険法、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律】
① 介護保険レセプト等情報・要介護認定情報に加え、厚生労働大臣は、高齢者の状態や提供される介護サービスの内容の情報、地域支援事業の
情報の提供を求めることができると規定する。

② 医療保険レセプト情報等のデータベース（NDB）や介護保険レセプト情報等のデータベース（介護DB）等の医療・介護情報の連結精度向上のため、
社会保険診療報酬支払基金等が被保険者番号の履歴を活用し、正確な連結に必要な情報を安全性を担保しつつ提供することができることとする。

③ 社会保険診療報酬支払基金の医療機関等情報化補助業務に、当分の間、医療機関等が行うオンライン資格確認の実施に必要な物品の調達・
提供の業務を追加する。

４．介護人材確保及び業務効率化の取組の強化 【介護保険法、老人福祉法、社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律】
① 介護保険事業（支援）計画の記載事項として、介護人材確保及び業務効率化の取組を追加する。
② 有料老人ホームの設置等に係る届出事項の簡素化を図るための見直しを行う。
③ 介護福祉士養成施設卒業者への国家試験義務付けに係る現行５年間の経過措置を、さらに５年間延長する。

５．社会福祉連携推進法人制度の創設 【社会福祉法】
社会福祉事業に取り組む社会福祉法人やNPO法人等を社員として、相互の業務連携を推進する社会福祉連携推進法人制度を創設する。

資料４－１
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５．介護予防・日常生活支援総合事業等の推進について

（１）介護予防・日常生活支援総合事業の対象者の弾力化等

介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）は、市町村が中心と

なって、地域の実情に応じて、住民等の多様な主体が参画しながら、多様なサービス

を充実することにより、地域の支え合いの体制づくりを推進し、要支援者等に対する

効果的かつ効率的な支援等を目指すものとして、平成 29 年４月から全ての市町村で実

施していただいている。

こうした中で、令和元年 12 月に取りまとめられた「介護保険制度の見直しに関する

意見」（社会保障審議会介護保険部会）（以下「意見書」という。）では、総合事業の

効果的な推進に向けて、

・ 総合事業の対象者が要支援者等に限定されており、要介護認定を受けると、それ

まで受けていた総合事業のサービスの利用が継続できなくなる点について、本人の

希望を踏まえて地域とのつながりを継続することを可能とする観点から、介護保険

の給付を受けられることを前提としつつ、弾力化を行うこと、

・ 国がサービス価格の上限を定める仕組みについて、市町村が創意工夫を発揮でき

るようにするため、弾力化を行うこと

等の内容が明記されたところである。

これらを踏まえ、令和３年度からは、以下のとおり取り扱うこととしているので、

各都道府県においては、あらかじめ御了知いただくとともに、管内の保険者等へ広く

周知いただくようお願いする。

① 総合事業の対象者の弾力化

総合事業のうち、介護予防・生活支援サービス事業の対象者については、要支援

者及び基本チェックリスト該当者となっているが、意見書を踏まえ、当該事業にお

ける補助により実施されるサービス（以下「住民主体のサービス」という。）を継

続的に利用する要介護者（以下「継続利用要介護者」という。）についても追加す

ることとし、昨年 10 月に介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号。以下

「施行規則」という。）の一部改正を行ったところである。

この改正は、継続利用要介護者の希望を踏まえて、地域とのつながりを継続する

ことを可能とするためのものであり、要介護者が継続して住民主体のサービスを利

用する場合であっても、介護給付を受けることができることには何ら変更がない点

についてご留意いただきたい。

また、住民主体のサービスを実施しているボランティア団体等の取組事例を踏ま

え、継続利用要介護者が住民主体のサービスを利用する際の留意事項について、総

合事業のガイドラインに盛り込むこととしており、他の改正事項と併せて追ってお

知らせするが、具体的には別添資料１の内容を想定しているので、あらかじめご了

知いただきたい。

② 国が定めるサービス価格（単価）の上限の弾力化

介護予防・生活支援サービス事業のサービス価格（単価）については、これまで

地域支援事業実施要綱において国が具体的な上限を定めてきたが、意見書を踏まえ、
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国が定める額を勘案して市町村が定めることとし、昨年 10 月に施行規則の一部改正

を行ったところである。

また、令和３年度介護報酬改定の趣旨や内容を踏まえ、別添資料２のとおり、

介護予防・生活支援サービス事業に係る単価や人員等の基準について見直しを行う

ほか、地域支援事業実施要綱で定めている単価等（人員等の基準については、平成

30 年 10 月以降の見直し部分に限る。）について新規に告示を制定して規定するこ

ととしている。

（２）重層的支援体制整備事業の創設

令和２年６月に社会福祉法が改正され、市町村において、地域住民の複合・複雑化

した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を整備するため、従来、各分野（介護、

障害、子育て、生活困窮）で行われていた①相談支援（属性を問わない相談支援、多

機関協働による支援、アウトリーチ等を通じた継続的支援）、②参加支援、③地域づ

くりに向けた支援を一体的に実施する重層的支援体制整備事業が創設され、本年４月

から施行される。

このうち、地域支援事業に関しては、一般介護予防事業における地域介護予防活動

支援事業、地域包括支援センターの運営、生活支援体制整備事業について、重層的支

援体制整備事業としての実施が可能となるので、あらかじめご了知いただきたい。

（３）総合事業等の充実のための厚生労働省職員の派遣

総合事業等については、高齢者の多様なニーズに対応する仕組みとして、各市町村

において地域の実情に応じた様々な取組が進められているが、日頃から各種事業の実

施に課題を抱えている市町村や、新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、通いの場

等の再開に向けて課題を抱えている市町村も一定数いる。

このため、本年度、地方厚生（支）局や都道府県とも連携しながら、これら課題を

抱える市町村の希望に応じて厚生労働省職員を派遣し、個別の相談支援や実践を通じ

た継続的な支援等を実施してきたところである。

総合事業の対象者の弾⼒化

※ 介護予防・生活支援サービス事業のサービス類型

訪問型/通所型

従前相当サービス

訪問型/通所型

サービスA

訪問型/通所型

サービスB

訪問型/通所型

サービスC

訪問型

サービスD

内容 従前の予防給付相当 緩和された基準 住⺠主体 短期集中予防 住⺠主体の移動⽀援

提供方法 事業者指定 事業者指定、委託 補助 直接実施、委託 補助

○介護保険制度の⾒直しに関する意⾒書（令和元年12月27日）（抄）

・現在、総合事業の対象者が要支援者等に限定されており、要介護認定を受けると、それまで受けていた総合事業のサービスの利⽤が継続でき

なくなる点について、本人の希望を踏まえて地域とのつながりを継続することを可能とする観点から、介護保険の給付が受けられることを前提とし

つつ、弾⼒化を⾏うことが重要である。

・国がサービス価格の上限を定める仕組みについて、市町村が創意工夫を発揮できるようにするため、弾⼒化を⾏うことが重要である

○対象者の追加イメージ

介護保険法
・要⽀援者その他の省令
で定める者

介護保険法施⾏規則
①要支援者
②チェックリスト該当者

今回の改正で追加
③ 市町村の補助により実施されるサービス（住⺠主体サービス）
を、要⽀援等から継続的に利⽤する要介護者

○介護保険法施⾏規則の⼀部を改正する省令（令和２年10月22⽇厚⽣労働省令第176号）

① 総合事業の対象者の弾⼒化 【第140条の62の４関係】
・介護予防・⽣活⽀援サービス事業の対象者に、当該事業における補助により実施されるサービス（住⺠主体のサービス）を継続的
に利⽤する要介護者を追加する。

② 総合事業のサービス価格の上限の弾⼒化 【第140条の63の２関係】
・介護予防・生活支援サービス事業のサービス価格について、国が定める額を勘案して市町村が定める額とする。

※施⾏⽇は令和３年４⽉１⽇
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本年度の職員派遣を通じた市町村の取組概要については、今後、取りまとめの上で

周知することを予定しているほか、来年度についても、取りまとめの内容を踏まえつ

つ、引き続き、職員派遣の実施を予定しており、具体的な実施方法については、別途

お知らせする。

また、地方厚生（支）局においても、来年度の都道府県に対する研修事業等の中で、

今年度に支援を受けた市町村や所在する都道府県による取組内容の紹介等を予定して

いるので、あらかじめご了知願いたい。

（４）保険者機能強化支援のための都道府県職員等研修の実施

高齢化が進展する中で、高齢者の自立した日常生活の支援や介護予防、要介護状態

等の軽減に向けた保険者による取組を強化することが重要である。

厚生労働省においては、保険者機能強化に向けて、都道府県職員等の資質向上を図

るため、平成 29 年度から都道府県職員等を対象とした研修を実施してきた。

来年度については、下記の日程で実施を予定しており、詳細が決まり次第お知らせ

することとしているので、担当職員等の研修機会の確保にご配慮願いたい。

なお、都道府県職員の研修については、本年度と同様、管内市町村職員と共に受講

いただくことを予定している。

令和３年度 介護保険における保険者機能強化支援のための

都道府県等職員等研修（予定）

○日程：令和３年 10 月 18 日（月）～20 日（水） ３日間

＜対象＞全都道府県の職員・市町村職員（１都道府県１名程度）

：令和３年 10 月 18 日（月）及び 21 日（木）、22 日（金） ３日間

＜対象＞全政令指定都市の職員

○会場：国立保健医療科学院（オンラインによる実施）
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【別添資料１】 介護予防・日常生活支援総合事業の補助事業（B型・D型）の対象者の見直しについて①

○ 令和３（2021）年４月より、介護予防・日常生活支援総合事業における、住民主体のサービスを実
施しているボランティア団体等に対する補助事業（B型・D型）について、要支援者等に加えて、介護
給付を受ける前から継続的に利用する要介護者（継続利用要介護者）の方々も対象となります。
○ これにより、住民主体のサービスを実施しているボランティア団体等が、市町村による運営費全体
の補助を受けやすくなるなど、継続利用要介護者の方々のご希望を踏まえて、地域とのつながりを継
続することを可能とするための見直しです。

【現在】
・総合事業の対象者は「要支援者」「基本チェックリスト該当
者」とされています。
・総合事業で、住民主体のサービスを実施しているボランティ
ア団体等に対して運営費全体を補助するためには、「要支援
者」「基本チェックリスト該当者」が利用者全体の過半数で
ある必要などがあります。

≪住民主体のサービスへの補助の例≫

見直しの内容

要支援の方々 要支援の方 要介護の方々

要支援の方が全体の
過半数なので運営費
全体が補助される
（5/9⇒100％補助）

５名⇒全体の過半数
↓
４名

要支援の方々 継続利用
要介護者

要介護の方々

要支援の方が全体の
半数未満なので、
運営費は利用者数の
按分で補助
（4/9⇒約40％補助）↓

４名 ５名

要支援の方々 要介護の方々

見直し後は、継続利
用要介護者も事業の
対象者として、補助
の対象にカウントで
きる
（5/9⇒100％補助）５名⇒全体の過半数

↓
４名

継続利用
要介護者

令和３年４月～

【令和３年４月以降】
・令和３年４月からの見直しにより、総合事業の補助を受けて
実施されている住民主体のサービスを、介護給付を受ける前か
ら継続的に利用する要介護者（継続利用要介護者）も、総合事
業の対象者となります。
・これにより、按分の方法により補助額を決定している市町村
においては、「継続利用要介護者」の方々も含めて利用者全体
の過半数であるかを見ることになるため、住民主体のサービス
を実施しているボランティア団体等が、市町村による運営費全
体の補助を受けやすくなります。
・これは、継続利用要介護者の方々のご希望を踏まえて、地域
とのつながりを継続することを可能とするための見直しです。

※あくまで例ですので、補助の方法は自治体により異なることがあります。

現在
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介護予防・日常生活支援総合事業の補助事業（B型・D型）の対象者の見直しについて②

見直しに関するQ＆A

Q１ 総合事業の補助事業とは何ですか?

A１ ボランティアの方々など、住民主体の生活支援等の活動
に対し、要支援者等に対するサービス提供を条件として、
その運営費等を補助する事業（訪問型サービス(B)や通所
型サービス(B)、訪問型サービスD（移動支援）など）で
す。

Q２ 要介護者が、総合事業の補助を受けて実施されている
住民主体のサービスを利用すると、訪問介護や通所介護
などの介護給付を受けることができなくなってしまうの
ですか?

A２ 総合事業の補助を受けて実施されている住民主体の
サービスの利用によって、介護給付を受けることができ
なくなることはありません。

Q３ 介護給付を受けている要介護者ですが、現在でも、総合
事業の補助を受けて実施されている住民主体のサービスを
利用しています。令和３年４月の見直しにより、何か変わ
りますか?

A３ 今回の見直しの対象は、介護給付を受ける前から継続的
に利用する要介護者（継続利用要介護者）の方々です。
要支援等からの継続的な利用ではなく、介護給付を受

けている要介護者の方で既に利用している方は、令和３年
４月の見直し以降も、特に変わることはありません。

Q４ 総合事業の補助を受けて実施されている住民主体の
サービスをこれまで利用したことのない要介護者も利用
できますか?

A４ 住民主体のサービスは自主的に実施されているもので
すから、今回の見直しに関わらず、利用の可否について
はそのボランティア団体等と利用者の間で決定されます。
なお、按分の方法により補助額を決定している市町村

においては、継続利用要介護者の方々も含めて利用者全
体の過半数であるかを見て、ボランティア団体等に対し、
運営費全体を補助するかどうかを決めることになります。

Q５ 令和３年４月以降、総合事業の補助を受けて実施されて
いる住民主体のサービスを利用する継続利用要介護者への
ケアマネジメントはどのようになりますか?

A５ 今回の見直しの対象である継続利用要介護者の方々は、
介護給付を受けながら、総合事業の補助を受けて実施され
ている住民主体のサービスの利用を希望される方々です。
介護給付を受けているため、居宅介護支援事業者のケア

マネジャーがケアマネジメントを行います。

Q６ 継続利用であれば、介護給付を受けるようになっても、
総合事業の補助を受けて実施されている住民主体のサー
ビスを必ず利用できるということですか?

A６ 要支援から要介護に介護度が上がったことにより、団
体が対応できなくなる可能性もあります。また、団体の
判断に加えて、ご本人の希望に基づき、ケアマネジャー
がケアマネジメントの中で利用の適切性を判断し、助言
を行います。
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継続利用要介護者が住民主体のサービスを利用する際の留意事項（ポイント）について①

○ 介護予防・日常生活支援総合事業の補助を受けて、住民主体のサービスを実施しているボランティ
ア団体等の取組事例を踏まえ、以下の内容について、総合事業のガイドラインに盛り込むことを予定
しています。
○ とりわけ、ケアマネジャー等は、継続利用要介護者の方々に対し、介護給付を受けながら、引き続
き住民主体のサービスを利用できる旨を説明するなど、必ず対応いただきたい内容【★印】もありま
すが、その他についても対応いただくことが望ましい内容です。

▼ 市町村は、住民主体のサービスを実施しているボランティア団体等に対して、必要な研修の機会を提供する
など、要介護者が安心してサービスを継続するための環境づくりを行う。
（例）認知症サポーター養成研修やボランティア養成講座の開催 等

▼ 市町村や生活支援コーディネーターは、ケアマネジャー等が住民主体のサービスの活動情報を把握できるよ
う、説明会や広報等の普及啓発を行う。ケアマネジャーも、必要な活動情報の収集に努める。

▼ 市町村や地域包括支援センターは、緊急時や状態変化時、⾧期欠席など利用状況の変化時の対応について、
フローチャートやマニュアル等を作成し、住民主体のサービスを実施しているボランティア団体等に周知する。
【★】

▼ 住民主体のサービスを実施しているボランティア団体等は、フローチャート等を参照しながら、要介護者ご
とに緊急時等の連絡・相談先（※）を整理する。ケアマネジャーは、担当する要介護者に係る相談先等が整理
されていることを確認する。【★】
（※）家族、ケアマネジャー、地域包括支援センター 等

▼ 住民主体のサービスを実施しているボランティア団体等は、要介護者への支援方法に不安がある場合の対応
等について、事前にケアマネジャーや地域包括支援センター等に相談する。

１ サービスの実施に向けての準備
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▼ ケアマネジャーは、担当する要介護者が住民主体のサービスの継続利用を検討している場合には、住民主体
のサービスを実施しているボランティア団体等に対して、提供できるサービスの内容について確認する。
あわせて、要介護者に対して、
① 介護給付を受けながら、引き続き住民主体のサービスを利用できること
② 住民主体のサービスが提供できる内容

について説明した上で、改めて意向を確認する。【★】

▼ ケアマネジャーは、要介護者の継続利用の意向とアセスメント結果に基づき、ケアプランの原案に住民主体
のサービスを位置付ける。【★】

▼ 保健師やリハビリ専門職等は、必要に応じて要介護者を担当するケアマネジャーのアセスメントに同行し、
介護給付や住民主体のサービスの適切な選択・利用に向けての助言を行う。

▼ サービスを実施しているボランティア団体等は、必要に応じてサービス担当者会議に参加し、必要な情報を
提供する。

２ ケアマネジメントの実施

継続利用要介護者が住民主体のサービスを利用する際の留意事項（ポイント）について②

▼ 地域包括支援センターは、介護給付や住民主体のサービスの適切な選択・利用に向けて、要介護者を担当す
るケアマネジャーのアセスメントに同行するほか、サービス担当者会議に参加する。

▼ 市町村や地域包括支援センターは、多職種で構成される地域ケア会議において、必要な支援方策の検討を行
う。

▼ 地域包括支援センターや生活支援コーディネーターは、ケアマネジャーやサービスを実施しているボラン
ティア団体等との定期的な情報共有や連携方法の確認を通じて、必要な支援方策の検討を行う。

３ 地域包括センターによる支援
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継続利用要介護者が住民主体のサービスを利用する際の留意事項（ポイント）について③

▼ サービスを実施しているボランティア団体等は、緊急時や状態変化時、⾧期欠席など利用状況の変化時にお
いて、事前に要介護者ごとに整理した連絡・相談先を用いて対応する。【★】

▼ ケアマネジャーは、モニタリングを通じて要介護者の状態変化等に留意する。【★】

▼ ケアマネジャーは、要介護者に状態変化が見られる場合には、改めてアセスメントを行い、要介護者の意向
を十分に踏まえた上で、必要な対応（※）を行う。【★】
（※）住民主体のサービスの利用に関する助言、介護給付の内容の見直し 等

４ 利用者の状態変化等への対応
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令和３年度介護報酬改定を踏まえた介護予防・日常生活支援総合事業において国が定める単価等の見直し①

〇 令和３年度からの総合事業における国が定める単価や人員等の基準については、令和３年度介護報酬改

定における趣旨や内容を踏まえ、一部見直しを行う（介護給付等に準じた取扱いとする。）。

〇 総合事業の単価については、これまで国が具体的な上限を定めてきたが、令和３年度からは、国が定め

る単価を勘案して市町村が定めることとする。

訪問型・通所型サービス共通事項

１．感染症や災害への対応力強化

〇 介護サービス事業者に、感染症の発生及びまん延等に関する取組の徹底を求める観点から、委員会の開

催、指針の整備、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施等を義務づける。その際、３年の経過措

置期間を設けることとする。★

○ 感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続的に提供できる体制を構築する観

点から、介護サービス事業者を対象に、業務継続に向けた計画等の策定、研修の実施、訓練（シミュレー

ション）の実施等を義務づける。その際、３年間の経過措置期間を設けることとする。★

２．自立支援・重度化防止の取組の推進（介護サービスの質の評価と科学的介護の取組の推進）

〇 介護サービスの質の評価と科学的介護の取組を推進し、介護サービスの質の向上を図る観点から、

CHASE・VISITを活用した計画の作成や事業所単位でのPDCAサイクルの推進、ケアの質の向上の取組を推奨

する。

※★は介護予防ケアマネジメントにも適用されるもの

別添資料２

３．介護人材の確保・介護現場の革新

〇 介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算の算定要件の一つである職場環境等要件につい

て、介護事業者による職場環境改善の取組をより実効性が高いものとする観点から、以下の見直しを行う。

ア 職場環境等要件に定める取組について、職員の離職防止・定着促進を図る観点から、以下の取組がよ

り促進されるように見直しを行うこと。

・ 職員の新規採用や定着促進に資する取組

・ 職員のキャリアアップに資する取組

・ 両立支援・多様な働き方の推進に資する取組

・ 腰痛を含む業務に関する心身の不調に対応する取組

・ 生産性の向上につながる取組

・ 仕事へのやりがい・働きがいの醸成や職場のコミュニケーションの円滑化等、職員の勤務継続に資

する取組

イ 職場環境等要件に基づく取組の実施について、当該年度における取組の実施を求めること。

〇 介護職員等特定処遇改善加算について、リーダー級の介護職員について他産業と遜色ない賃金水準の実

現を図りながら、介護職員の更なる処遇改善を行うとの趣旨は維持した上で、小規模事業者を含め事業者

がより活用しやすい仕組みとする観点から、平均の賃金改善額の配分ルールについて、「その他の職種」

は「その他の介護職員」の「２分の１を上回らないこと」とするルールは維持した上で、「経験・技能の

ある介護職員」は「その他の介護職員」の「2倍以上とすること」とするルールについて、「より高くす

ること」とする。

令和３年度介護報酬改定を踏まえた介護予防・日常生活支援総合事業において国が定める単価等の見直し②

訪問型・通所型サービス共通事項
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〇 介護現場において、仕事と育児や介護との両立が可能となる環境整備を進め、職員の離職防止・定着促

進を図る観点から、各サービスの人員配置基準や報酬算定について、以下の見直しを行う。★

・ 「常勤」の計算に当たり、職員が育児・介護休業法による育児の短時間勤務制度を利用する場合に加

えて、介護の短時間勤務制度等を利用する場合にも、週30時間以上の勤務で「常勤」として扱うことを

認める。

・ 「常勤換算方法」の計算に当たり、職員が育児・介護休業法による短時間勤務制度等を利用する場合、

週30時間以上の勤務で常勤換算での計算上も１（常勤）と扱うことを認める。

・ 人員配置基準や報酬算定において「常勤」での配置が求められる職員が、産前産後休業や育児・介護

休業等を取得した場合に、同等の資質を有する複数の非常勤職員を常勤換算することで、人員配置基準

を満たすことを認める。

この場合において、常勤職員の割合を要件とするサービス提供体制強化加算等の加算について、産前産

後休業や育児・介護休業等を取得した場合、当該職員についても常勤職員の割合に含めることを認める。

〇 介護サービス事業者の適切なハラスメント対策を強化する観点から、男女雇用機会均等法等におけるハ

ラスメント対策に関する事業者の責務を踏まえつつ、ハラスメント対策を求めることとする。★

４．介護人材の確保・介護現場の革新

〇 運営基準や加算の要件等において実施が求められる各種会議等（利用者の居宅を訪問しての実施が求め

られるものを除く）について、感染防止や多職種連携の促進の観点から、以下の見直しを行う。★

・ 利用者等が参加せず、医療・介護の関係者のみで実施するものについて、「医療・介護関係事業者に

おける個人情報の適切な取扱のためのガイダンス」及び「医療情報システムの安全管理に関するガイド

ライン」等を参考にして、テレビ電話等を活用しての実施を認める。

令和３年度介護報酬改定を踏まえた介護予防・日常生活支援総合事業において国が定める単価等の見直し③

訪問型・通所型サービス共通事項

〇 利用者の利便性向上や介護サービス事業者の業務負担軽減の観点から、政府の方針も踏まえ、重要事項

説明書等における利用者等への説明・同意について、以下の見直しを行う。★

ア 書面で説明・同意等を行うものについて、電磁的記録による対応を原則認めることとする。

イ 利用者等の署名・押印について、求めないことが可能であること及びその場合の代替手段を明示する。

とともに、様式例から押印欄を削除する。

〇 介護サービス事業者の業務負担軽減やいわゆるローカルルールの解消を図る観点から、運営規程や重要

事項説明書に記載する従業員の「員数」について、「○○人以上」と記載することが可能であること及び

運営規程における「従業者の職種、員数及び職務の内容」について、その変更の届出は年１回で足りるこ

とを明確化する。★

○ 介護サービス事業者の業務負担軽減やいわゆるローカルルールの解消を図る観点から、介護サービス事

業者における諸記録の保存、交付等について、適切な個人情報の取り扱いを求めた上で、電磁的な対応を

原則認めることとし、その範囲を明確化する。★

○ 記録の保存期間について、他の制度の取り扱いも参考としつつ、明確化を図る。★

○ 介護サービス事業者の業務負担軽減や利用者の利便性の向上を図る観点から、運営規程等の重要事項に

ついて、事業所の掲示だけでなく、閲覧可能な形でファイル等で備え置くこと等を可能とする。★

令和３年度介護報酬改定を踏まえた介護予防・日常生活支援総合事業において国が定める単価等の見直し➃

訪問型・通所型サービス共通事項
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５．制度の安定性・持続可能性の確保

〇 同一建物減算の適用を受ける利用者の区分支給限度基準額の管理については、当該減算を受ける者と受

けない者との公平性の観点から、減算の適用前（同一建物に居住する者以外の者に対して行う場合）の単

位数を用いることとする。

○ 介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び（Ⅴ）について、上位区分の算定が進んでいることを踏まえ、廃止す

る。その際、令和３年３月末時点で同加算を算定している介護サービス事業者については、１年の経過措

置期間を設けることとする。

〇 サービス付き高齢者向け住宅等における適正なサービス提供を確保する観点から、事業所と同一の建物

に居住する利用者に対してサービス提供を行う場合には、当該建物に居住する利用者以外に対してもサー

ビス提供を行うよう努めることとする。また、事業所を市町村等が指定する際に、例えば、当該事業所の

利用者のうち一定割合以上を当該事業所に併設する集合住宅以外の利用者とするよう努める、あるいはし

なければならない等の条件を付することは差し支えないことを明確化する。

６．その他

〇 全ての介護サービス事業者を対象に、利用者の人権の擁護、虐待の防止等の観点から、虐待の発生又は

その再発を防止するための委員会の開催、指針の整備、研修の実施、担当者を定めることを義務づける。

その際、３年の経過措置期間を設けることとする。★

〇 地域区分について、令和３年度報酬改定後の介護給付の訪問介護及び通所介護の地域区分の１単位当た

りの単位を用いる。（別紙参照）★

〇 新型コロナウイルス感染症に対応するための特例的な評価として、令和３年９月末までの間、基本報酬

に0.1％上乗せする。★

令和３年度介護報酬改定を踏まえた介護予防・日常生活支援総合事業において国が定める単価等の見直し⑤

訪問型・通所型サービス共通事項
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※ この表に掲げる名称は、令和3年4月1日においてそれらの名称を有する市、町、村又は特別区の同日における区域によって示された地域
※ 赤字は、級地の変更がある市町村。（※なし：経過措置適用、※：完全囲まれルール適用、※※：4級地差ルール適用）
※ 括弧内は、現行（平成30年度から令和2年度までの間）の級地

（別紙）令和３年度から令和５年度までの間の地域区分の適用地域（案） 自治体 ： 1,741（R2.11.1現在）

上乗せ割合
地域 東京都 東京都 埼玉県 茨城県 茨城県 宮城県 東京都 大阪府 北海道 新潟県 愛知県 奈良県 その他の地域

特別区 町田市 さいたま市 牛久市 水戸市 仙台市 武蔵村山市 岸和田市 札幌市 新潟市 豊橋市 天理市
狛江市 千葉県 埼玉県 日立市 多賀城市(他) 羽村市 泉大津市 茨城県 富山県 一宮市 橿原市
多摩市 千葉市 朝霞市 龍ケ崎市 茨城県 ※ 瑞穂町(7) 貝塚市 結城市 富山市 半田市 桜井市

神奈川県 東京都 志木市(5) 取手市 土浦市 奥多摩町 泉佐野市 下妻市 石川県 豊川市 御所市
横浜市 八王子市 和光市(5) つくば市 古河市 ※ 檜原村(7) 富田林市 常総市 金沢市 蒲郡市 香芝市
川崎市 武蔵野市 千葉県 守谷市 利根町 神奈川県 河内長野市 笠間市 内灘町 犬山市 葛城市

大阪府 三鷹市 船橋市 埼玉県 栃木県 三浦市 和泉市 ひたちなか市 福井県 常滑市 宇陀市
大阪市 青梅市 成田市 新座市 宇都宮市 秦野市 柏原市 那珂市 福井市 江南市 山添村

府中市 習志野市 ふじみ野市 下野市 葉山町 羽曳野市 筑西市 山梨県 小牧市 平群町
調布市 浦安市 千葉県 野木町 大磯町 藤井寺市 坂東市 甲府市 新城市 三郷町
小金井市 東京都 市川市 群馬県 二宮町 泉南市 稲敷市 長野県 東海市 斑鳩町
小平市 立川市 松戸市 高崎市 清川村 大阪狭山市 つくばみらい市 長野市 大府市 安堵町
日野市 昭島市 佐倉市 埼玉県 岐阜県 阪南市 大洗町 松本市 知多市 川西町
東村山市(4) 東大和市 市原市 川越市 岐阜市 島本町 阿見町 塩尻市 尾張旭市 三宅町
国分寺市 神奈川県 八千代市 川口市 静岡県 豊能町 河内町 岐阜県 高浜市 田原本町
国立市 相模原市 四街道市 行田市 静岡市 能勢町 八千代町 大垣市 岩倉市 曽爾村
清瀬市(4) 藤沢市 印西市 所沢市 愛知県 忠岡町 五霞町 多治見市 田原市 明日香村

※ 東久留米市(5) 逗子市 ※ 栄町(6) 飯能市(7) 岡崎市 熊取町 境町 各務原市 大口町 上牧町
稲城市 厚木市 東京都 加須市 瀬戸市(7) 田尻町 栃木県 可児市 扶桑町 王寺町
西東京市 海老名市(5) 福生市(6) 東松山市 春日井市 岬町 栃木市 静岡県 阿久比町 広陵町

神奈川県 愛知県 あきる野市 春日部市 津島市 太子町 鹿沼市 浜松市 東浦町 河合町
鎌倉市 刈谷市(5) 日の出町 狭山市 碧南市 河南町 日光市 沼津市 幸田町 岡山県

愛知県 豊田市(5) 神奈川県 羽生市 安城市 千早赤阪村 小山市 三島市 設楽町 岡山市
名古屋市 大阪府 横須賀市 鴻巣市 西尾市 兵庫県 真岡市 富士宮市 東栄町 広島県

大阪府 豊中市 平塚市 上尾市 稲沢市 明石市 大田原市 島田市 豊根村 東広島市
守口市 池田市 小田原市 草加市 知立市 猪名川町 さくら市 富士市 三重県 廿日市市
大東市 吹田市 茅ヶ崎市 越谷市 豊明市 奈良県 壬生町 磐田市 名張市 海田町
門真市 高槻市 大和市 蕨市 日進市 奈良市 群馬県 焼津市 いなべ市 坂町
四條畷市 寝屋川市 伊勢原市 戸田市 愛西市 大和高田市 前橋市 掛川市 伊賀市 山口県

兵庫県 箕面市 座間市 入間市 清須市(7) 大和郡山市 伊勢崎市 藤枝市 木曽岬町 周南市
西宮市 兵庫県 綾瀬市 桶川市 北名古屋市 生駒市 太田市 御殿場市 東員町 徳島県
芦屋市 神戸市 寒川町 久喜市 弥富市 和歌山県 渋川市 袋井市 菰野町 徳島市
宝塚市 愛川町 北本市 あま市 和歌山市 玉村町 裾野市 朝日町 香川県

愛知県 八潮市 長久手市 橋本市 埼玉県 函南町 川越町 高松市
みよし市(6) 富士見市 東郷町 福岡県 熊谷市 清水町 滋賀県 福岡県

滋賀県 三郷市 大治町 大野城市 深谷市 長泉町 長浜市 北九州市
大津市 蓮田市 蟹江町 太宰府市 日高市 小山町 野洲市 飯塚市
草津市 坂戸市 豊山町(7) 福津市 毛呂山町 川根本町 湖南市 筑紫野市
栗東市(6) 幸手市 飛島村(7) 糸島市 越生町 森町 ※ 高島市(他) 古賀市

京都府 鶴ヶ島市 三重県 那珂川市 滑川町 東近江市 長崎県
京都市 吉川市 津市 粕屋町 川島町 ※ 日野町(他) 長崎市

大阪府 白岡市 四日市市 吉見町 京都府
堺市 伊奈町 桑名市 鳩山町 城陽市
枚方市 三芳町 鈴鹿市 寄居町 大山崎町
茨木市 宮代町 亀山市 千葉県 久御山町
八尾市 杉戸町 滋賀県 木更津市 兵庫県
松原市 松伏町 彦根市 東金市 姫路市
摂津市 千葉県 守山市 君津市 加古川市
高石市 野田市 甲賀市 富津市 三木市
東大阪市 茂原市 京都府 八街市 高砂市
交野市 柏市 宇治市 ※※ 富里市(他) 稲美町

兵庫県 流山市 亀岡市 山武市 播磨町
尼崎市 我孫子市 向日市 大網白里市
伊丹市 鎌ケ谷市 長岡京市 長柄町
川西市 袖ケ浦市 八幡市 長南町
三田市 白井市 京田辺市 神奈川県

広島県 酒々井町 木津川市 ※※ 山北町(他)
広島市 精華町 箱根町
府中町

福岡県
福岡市
春日市（6）

地域数 166（169）

７級地 その他
20% 16% 15% 12% 10% 6% 3% 0%

１級地 ２級地 ３級地 ４級地 ５級地 ６級地

1303（1308）23 6 27（24） 25（22） 51（52） 140（137）

別紙
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１．自立支援・重度化防止の取組の推進

〇 生活機能向上連携加算（Ⅱ）について、サービス提供責任者とリハビリテーション専門職等がそれぞれ

利用者の自宅を訪問した上で、共同してカンファレンスを行う要件に関して、要介護者の生活機能を維

持・向上させるためには多職種によるカンファレンスが効果的であることや、業務効率化の観点から、同

カンファレンスについては利用者・家族も参加するサービス担当者会議の前後に時間を明確に区分した上

で実施するサービス提供責任者及びリハビリテーション専門職等によるカンファレンスでも差し支えない

ことを明確化する。

○ 生活機能向上連携加算について、算定率が低い状況を踏まえ、その目的である外部のリハビリテーショ

ン専門職等との連携による自立支援・重度化防止に資する介護の推進を図る観点から、生活機能向上連携

加算（Ⅱ）について、サービス提供責任者とリハビリテーション専門職等がそれぞれ利用者の自宅を訪問

した上で、共同してカンファレンスを行う要件に関して、要介護者の生活機能を維持・向上させるために

は多職種によるカンファレンスが効果的であることや、業務効率化の観点から、同カンファレンスについ

ては利用者・家族も参加するサービス担当者会議の前後に時間を明確に区分した上で実施するサービス提

供責任者及びリハビリテーション専門職等によるカンファレンスでも差し支えないことを明確化する。

令和３年度介護報酬改定を踏まえた介護予防・日常生活支援総合事業において国が定める単価等の見直し⑥

訪問型サービス

１．感染症や災害への対応力強化

〇 災害への対応においては、地域との連携が不可欠であることを踏まえ、小規模多機能型居宅介護等の例

を参考に、訓練の実施に当たって、地域住⺠の参加が得られるよう連携に努めなければならないこととす

る。

２．地域包括ケアシステムの推進

〇 認知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認知症の人の尊厳の保障を実現していく観点から、

介護に関わる全ての者の認知症対応力を向上させていくため、介護サービス事業者に、介護に直接携わる

職員のうち、医療・福祉関係の資格を有さない者について、認知症介護基礎研修を受講させるために必要

な措置を講じることを義務づける。

その際、３年の経過措置期間を設けることとするとともに、新入職員の受講についても１年の猶予期間

を設けることとする。

〇 利用者の地域における社会参加活動や地域住⺠との交流を促進する観点から、地域密着型通所介護等と

同様に、その事業の運営に当たって、地域住⺠やボランティア団体等との連携及び協⼒を⾏う等の地域と

の交流に努めなければならないこととする。

３．自立支援・重度化防止の取組の推進

〇 生活機能向上連携加算について、算定率が低い状況を踏まえ、その目的である外部のリハビリテーショ

ン専門職等との連携による自立支援・重度化防止に資する介護の推進を図る観点から、訪問介護等におけ

る同加算と同様に、ICTの活用等により、外部のリハビリテーション専門職等が当該サービス事業所を訪問

せずに、利用者の状態を適切に把握し助言した場合について評価する区分を新たに設ける。

＜現行＞ ＜改定後＞

⇒ 生活機能向上連携加算（Ⅰ）100単位／月（新設）（※3月に1回を限度）

生活機能向上連携加算200単位／月 生活機能向上連携加算（Ⅱ）200単位／月（現行と同じ）

※（Ⅰ）と（Ⅱ）の併算定は不可。

令和３年度介護報酬改定を踏まえた介護予防・日常生活支援総合事業において国が定める単価等の見直し⑦

通所型サービス
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〇 利用者の口腔機能低下を早期に確認し、適切な管理等を行うことにより、口腔機能低下の重症化等の予

防、維持、回復等につなげる観点から、介護職員等が実施可能な口腔スクリーニングを評価する加算を創

設する。

その際、栄養スクリーニング加算による取組・評価と一体的に行う。

＜現行＞ ＜改定後＞

栄養スクリーニング加算５単位／回 ⇒ 口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ）20単位／回（新設）

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ）５単位／回（新設）

○ 口腔機能向上加算について、CHASEへのデータ提出とフィードバックの活用による更なるPDCAサイクル

の推進・ケアの向上を図ることを評価する新たな区分を設ける。

＜現行＞ ＜改定後＞

口腔機能向上加算150単位／回 ⇒ 口腔機能向上加算（Ⅰ） 150単位／回（現行と同じ）

口腔機能向上加算（Ⅱ） 160単位／回（新設）（※原則３月以内）

（※（Ⅰ）と（Ⅱ）は併算定不可）

〇 栄養アセスメント加算、栄養改善加算について、栄養改善が必要な者を的確に把握し、適切なサービ

につなげていく観点から、見直しを行う。

＜現行＞ ＜改定後＞

なし ⇒ 栄養アセスメント加算50単位／月（新設）

栄養改善加算150単位／回 ⇒ 栄養改善加算200単位／回（※原則3月以内）

（※6月に1回を限度）

令和３年度介護報酬改定を踏まえた介護予防・日常生活支援総合事業において国が定める単価等の見直し⑧

通所型サービス

令和３年度介護報酬改定を踏まえた介護予防・日常生活支援総合事業において国が目安として示す単価等の見直し⑨

〇 介護サービスの質の評価と科学的介護の取組を推進し、介護サービスの質の向上を図る観点から、以下
の見直しを行う。

ア CHASEの収集項目の各領域（総論（ADL）、栄養、口腔・嚥下、認知症）について、事業所の全ての
利用者に係るデータを横断的にCHASEに提出してフィードバックを受け、それに基づき事業所の特性や
ケアの在り方等を検証し、利用者のケアプランや計画への反映、事業所単位でのPDCAサイクルの推進
・ケアの質の向上の取組を評価する加算を創設する。その際、詳細な既往歴や服薬情報、家族の情報等
より精度の高いフィードバックを受けることができる項目を提出・活用した場合には、更なる評価を行
う区分を設定する。

＜現行＞ ＜改定後＞
なし ⇒ 科学的介護推進体制加算40単位／月（新設）

イ CHASEの収集項目に関連する加算等において、利用者ごとの計画書の作成とそれに基づくPDCAサイ
クルの取組に加えて、データ提出とフィードバックの活用による更なるPDCAサイクルの推進・ケアの
質の向上を図ることを評価・推進する。

・ 口腔機能向上加算（Ⅱ）の新設（再掲）
・ 栄養アセスメント加算の新設（再掲）

４．介護人材の確保・介護現場の革新
〇 サービス提供体制強化加算について、サービスの質の向上や職員のキャリアアップを一層推進する観点
から、見直しを行う。

＜改定後＞

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）88／176単位

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）72／144単位

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）24／ 48単位

通所型サービス
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令和３年度介護報酬改定を踏まえた介護予防・日常生活支援総合事業において国が目安として示す単価等の見直し⑩

１．地域包括ケアシステムの推進

○ 地域包括支援センターが居宅介護支援事業所に外部委託を行いやすい環境の整備を進める観点から、地

域包括支援センターが委託する個々のケアプランについて、委託時における居宅介護支援事業者との適切

な情報連携等を評価する新たな加算を創設する。

＜現行＞ ＜改定後＞

なし ⇒ 委託連携加算300単位／月（新設）

２．自立支援・重度化防止の取組の推進

〇 介護サービスの質の評価と科学的介護の取組を推進し、介護サービスの質の向上を図る観点から、各利

用者のデータ及びフィードバック情報のケアマネジメントへの活用を推奨する。

３．介護人材の確保・介護現場の革新

○ 運営基準や加算の要件等において実施が求められる各種会議等（利用者の居宅を訪問しての実施が求め

られるものを除く）について、感染防止や多職種連携の促進の観点から、利用者等が参加して実施するも

のについて、利用者等の同意を得た上で、テレビ電話等を活用しての実施を認める。

介護予防ケアマネジメント

総合事業基本報酬（訪問型サービス）

単位数

訪問介護員等によるサービス費（訪問介護従前相当サービス費）

イ訪問型サービス費Ⅰ １，１７２単位 １，１７６単位（＋ ４）
（事業対象者・要支援１・２ １月につき・週１回程度の訪問）

ロ訪問型サービス費Ⅱ ２，３４２単位 ２，３４９単位（＋ ７）
（事業対象者・要支援１・２ １月につき・週２回程度の訪問）

ハ訪問型サービス費Ⅲ ３，７１５単位 ３，７２７単位（＋１２）
（事業対象者・要支援２ １月につき・週２回を超える程度の訪問）

二訪問型サービス費Ⅳ ２６７単位 ２６８単位（＋ １）
（事業対象者・要支援１・２ １回につき・１月の中で全部で４回までのサービスを行った場合）

ホ訪問型サービス費Ⅴ ２７１単位 ２７２単位（＋ １）

ヘ訪問型サービス費Ⅵ ２８６単位 ２８７単位（＋ １）
（事業対象者・要支援２１回につき・１月の中で全部で９回から１２回までのサービスを行った場合）

ト訪問型サービス費（短時間サービス） １６６単位 １６７単位（＋ １）
（事業対象者・要支援１・２ １回につき主に身体介護を行う場合１月につき２２回まで算定可能）
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単位数

通所介護事業者の従事者によるサービス費（通所介護従前相当サービス費）

イ通所型サービス費
(１)事業対象者・要支援１ １，６５５単位 １，６７２単位（＋１７）

（１月につき）
(２)事業対象者・要支援２ ３，３９３単位 ３，４２８単位（＋３５）

（１月につき）
(３)事業対象者・要支援１ ３８０単位 ３８４単位（＋ ４）
（１回につき・１月の中で全部で４回までのサービスを行った場合）

(４)事業対象者・要支援２ ３９１単位 ３９５単位（＋ ４）
（１回につき・１月の中で全部で５回から８回までのサービスを行った場合）

総合事業基本報酬（通所型サービス・介護予防ケアマネジメント）

単位数

介護予防ケアマネジメント費

介護予防ケアマネジメント費 ４３１単位 ４３８単位（＋ ７）
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６．地域包括支援センターの機能強化等について

（１）地域包括支援センター等による一人暮らし高齢者への見守りの強化

新型コロナウイルス感染症の影響が続いている中で、特に一人暮らしの高齢者の

方々に対しては、地域包括支援センター等による見守り等の取組により、継続的に心

身の状況や生活の実態を把握し、適切な支援につなげることが必要である。

これまでも、「在宅の一人暮らし高齢者に対する見守り等の取組の実施について」

（令和２年４月７日厚生労働省老健局介護保険計画課ほか連名事務連絡）や「新型コ

ロナウイルス感染症の感染拡大防止に配慮して実施する介護予防・見守り等の取組例

について」（令和２年５月 29 日厚生労働省老健局介護保険計画課ほか連名事務連絡）

等において、その積極的な取組をお願いしてきたところである。

このほか、「新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に配慮した介護予防・見守

り等の取組の推進について（自治体等の取組事例の周知）」（令和３年１月 29 日厚生

労働省老健局認知症施策・地域介護推進課ほか連名事務連絡）において、各自治体等

における実際の取組事例を紹介しているので、本内容も参考としていただき、新型コ

ロナウイルス感染症の拡大防止に配慮した見守り等の取組を徹底いただくようお願い

する。
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（２）令和３年度介護報酬改定（委託連携加算の創設）

令和元年 12 月に取りまとめられた「介護保険制度の見直しに関する意見」（社会保

障審議会介護保険部会）においては、業務負担が大きいとされる地域包括支援セン

ターの介護予防ケアマネジメント業務について、「外部委託を行いやすい環境の整備

を進めることが重要である。介護報酬上の対応についても検討が必要である。」旨が

明記されたところである。これを踏まえ、令和３年度介護報酬改定においては、個々

のケアプランについて、委託時における居宅介護支援事業者との適切な情報連携等を

評価する新たな加算（委託連携加算）を創設することとしているので、本年４月から

の取扱いに向けて、あらかじめご了知いただきたい。

（３）地域包括支援センターの効果的な運営に関する調査研究事業

本年度の老人保健健康増進等事業では、地域包括支援センターの機能強化とともに

業務負担の軽減等を図る観点から、ブランチ・サブセンターの活用や専門職・事務職

の効果的な配置のほか、運営に関する課題や工夫等に関する取組実態や事例を把握す

るための調査研究を実施している。

これを踏まえ、地域包括支援センターの効果的な運営に関する取組のポイントを整

理し、本年４月頃に周知することを予定しているので、あらかじめ御了知いただきた

い。
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